
１．は じ め に

本稿の目的は，社会資本整備と地域経済成長の関係について，金本・徳岡

（２００２）によって提案された都市圏設定基準に基づき集計された，大都市雇用

圏（Metropolitan Employment Area : MEA）単位のデータ1を用いて，実証的に

明らかにすることである。

社会資本や公共投資の経済効果については，わが国では，１９９０年代に裁量的

財政政策として公共投資が多用されたことから，景気対策としての有効性を含

め，様々な視角から実証研究が行われてきた。大別すると，公共投資の需要面

への効果（フロー効果）を捉えようとするものと，公共投資が社会資本形成に

つながることで生じる，供給面への効果（ストック効果）を，社会資本の生産

力効果の推定などを通じて捉えようとするものがあるが，いずれのアプローチ

で見ても，社会資本や公共投資の経済効果（効率性）は近年，低下傾向にある

ことが多くの研究で指摘されている2。

しかしながら，既存の研究では，社会資本や公共投資のマクロの有効性につ

いては検討してきたといえるものの，地域経済との関係については必ずしも十

1 来間・大河原（2001）において作成された都市圏経済データであり，金本良嗣に
よる都市雇用圏（UEA）ウェブサイト（URL http://www.csis.u−tokyo.ac.jp/UEA/index.
htm）から入手可能。

2 裁量的財政政策の効果に関する実証研究のサーベイとしては，川出・伊藤・中里
（2004），社会資本の経済効果に関するサーベイとしては，岩本（2005）をあげるこ
とができる。
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分な注意が払われてこなかったように思われる。わが国では，公共投資が地域

間の所得再分配政策としての側面が強かったことがしばしば指摘されるものの，

地域の長期的な経済成長につながったかどうかは別問題であり，実証的に明ら

かにすべき点であろう3。

また，地域経済を対象とした実証研究も多くは，都道府県を単位とした分析

となっている。データの利用可能性や，都道府県が公共投資政策の意思決定主

体の単位であることを考慮すれば，都道府県単位の分析には一定の意義がある

と思われるが，都道府県を含む行政区域と日常的な経済圏が必ずしも対応して

いるとは限らない。都道府県を一つの経済圏単位とみなすと，大都市圏では小

さすぎる一方で，地方圏では大きすぎるかもしれない。そこで，社会資本ない

し公共投資の効果を分析するために，経済的な結びつきの強い自治体の集合と

して定義された，都市圏データを用いて再検証することは有益であろう。

このように，都市圏を単位とした実証分析は有意義であると考えられるもの

の，金本・徳岡（２００２）が指摘するように，わが国では，これまで都市圏単位

でのデータ整備が遅れていたこともあって，都市圏レベルでの実証分析が十分

に行われておらず，都市圏の経済成長がどのような要因で規定されているかを

解明しようとする研究はほとんど行われていない。そこで，本稿では，都市圏

レベルのデータを用いて，社会資本整備と地域経済成長の関係について，主に

Barro（１９９１）の成長回帰4により分析する。

本稿の構成は，以下の通りである。第２節では，先行研究の紹介を通じて，

論点整理を行う。第３節では，実証分析で利用する大都市雇用圏データの定義

と特徴について説明し，第４節において，実証分析を行う。最後の第５節は，

まとめである。

3 このような観点で，都道府県レベルにおける，公共投資と地域経済成長の関係を
検討した研究として，中里（1999a，b）があげられる。

4 以下では，Barro回帰と表記する。
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２．先 行 研 究

２．１ 社会資本・公共投資の経済効果5

社会資本や公共投資の経済効果に関する実証研究は，多岐にわたっている。

まず，公共投資の短期的な需要面への効果については，従来からのケインズ流

のマクロモデルを用いた乗数効果による議論に加え，近年では，VAR（Vector

Auto Regression）モデルを用いた研究が多数行われるようになってきた。

わが国のデータを用いて，公共投資の民間需要に対する効果を分析した研

究として，経済企画庁（１９９８），Ramaswamy and Rendu（２０００），鴨井・橘木

（２００１），田中・北野（２００２），Ihori, Nakazato and Kawade（２００３），北浦・南

雲・松木（２００５）などがあげられる。これらの多くが，バブル経済崩壊後にお

ける，裁量的財政政策の有効性の検証を問題意識としており，一部の例外はあ

るものの，公共投資の経済効果は限定的，ないしは，１９９０年代以降低下したと

見られるとの結論を導いている。

一方で，公共投資の供給面への効果については，社会資本を生産要素として

含む生産関数を推定するアプローチ（社会資本の生産力効果）が広く行われて

きた。マクロレベルの社会資本の生産力効果を検討したものとして，Asako and

Wakasugi（１９８４），岩本（１９９０），奥野・焼田・八木（１９９４），経済企画庁（１９９８）

などが，地域レベル（都道府県単位）のデータを用いたものとして，浅子・坂

本（１９９３），大河原・山野（１９９５），三井・太田（１９９５），岩本他（１９９６），土居

（１９９８），吉野・中島（１９９９），村田・森澤（２００５），林（２００９）などがあげら

れる。また，産業別に社会資本の効果を測定したものとしては，井田・吉田

（１９９９），吉野・中島（１９９９）があげられる。

推定方法や期間によって，推定結果は異なるものの，これまでの実証分析の

結果をまとめると，マクロレベルで見た場合の社会資本の生産力効果は低下し

ていること，地域別で見た場合には，都市圏に比べ，地方部の社会資本が非効

5 ここでは，わが国を対象とした実証研究を中心にサーベイを行う。社会資本・公
共投資の経済効果に関する国際的な研究動向に関しては，例えば，Romp and de Haan
（2007）などを参照のこと。
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率であること，社会資本の分野別で見た場合には，第１次産業関連の社会資本

（農林水産業の社会資本）が非効率であるのに対し，第３次産業関連の社会資

本（生活基盤の社会資本）は効率的であるとの結論で概ね一致しているといえ

る。

２．２ 社会資本・公共投資と地域経済

２．１節で紹介した，社会資本の生産力効果に関する一連の研究は，社会資本

の効率性に関する情報を与えてくれるものの，地域経済との関係に主眼を置い

ているとは必ずしも言えない。社会資本ないしは公共投資が長期の地域経済に

与える影響について焦点を当てた研究としては，Barro回帰を応用するアプ

ローチがある6。

Barro回帰とは，一定期間の経済成長率を，初期時点の所得水準と，経済成

長率に影響を与えると考えられる社会経済変数で回帰し，初期時点の所得水準

の係数がマイナスに有意となるかどうかで，新古典派の経済成長理論が予測す

る，経済収束が成立しているか否かを判断する手法であるが，この回帰式に公

共投資（もしくは社会資本）の水準を表す変数を含めて推定することで，公共

投資が経済成長に貢献しているかどうか判断できる。

この手法を用いた国内における代表的な研究としては，中里（１９９９a，b），

塩路（２０００），Shioji（２００１）をあげることができる。いずれも都道府県レベル

のデータを用い，説明変数に公共投資ないしは社会資本を含む Barro回帰を

行っているが，データの種類や公共投資（社会資本）の定義に違いが見られる。

中里（１９９９a）は，１９６０年から１９８８年までのデータを用いて，１０年単位のク

ロスセクション推定を行ない，１９６０年代，１９７０年代，１９８０年代のいずれの期間

においても，公共投資率は経済成長率に有意に効いておらず，公共投資が地域

6 そのほかに，社会資本や公共投資と地域経済の関係を VARモデルによって検証し
たものとしては，土居（1998），林（2004a，b），亀田（2010），近藤（2011）などを
あげることができる。これらの研究では，Grangerの因果性テストによる，社会資本
（公共投資）と生産量，雇用量との因果関係や，インパルス応答関数による，社会
資本（公共投資）の民間需要へのインパクトを考察しているが，比較的短期の政策
効果を検証しているといえる。
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間格差の縮小に寄与してきたという証拠は見当たらないとしている。

中里（１９９９b）も同様のアプローチを用いて，公共投資の長期的効果を分析

しているが，（フローの）公共投資の効果だけでなく，（ストックの）社会資本

の効果についても検討している。対象期間は，中里（１９９９a）と同様であるが，

公共投資率の代わりに社会資本ストック7を説明変数に用いても，１９６０年代の

一部のケースを除き有意となっておらず，１９７０年代以降は，社会資本が経済成

長に貢献していなかったとしている。

一方，塩路（２０００）は，同じく都道府県単位のデータを用いて，社会資本が

経済成長に及ぼす影響について，Barro回帰による実証分析を行っている。こ

の研究の特徴は，説明変数の内生性に対処したダイナミック・パネル特有の推

定方法を用いていることと，社会資本を４種類（生活関連，産業基盤，国土保

全，農林水産）に分類し，それぞれが経済成長に及ぼす効果の違いに着目して

いることである。実証分析の結果から，社会資本は全体としては成長率に対し

てプラスの効果を持つが，種類によって異なった効果を持ち，「産業基盤」「生

活基盤」関連が有意プラスの影響を与えるのに対し，「生活関連」「国土保全」

関連は有意な影響を持たないとしている。

２．３ 都市圏データを用いた実証分析

都市圏を分析単位とした経済分析としては，ヘンリー・ジョージ定理の成立

を検討した金本・大河原（１９９６）や，社会資本の生産力効果を推定した，大城

（２００５），唐木他（２００６），朝日（２００７），塩路（２００８）などがあげられる。大

城（２００５）では，来間・大河原（２００１）の大都市雇用圏データを用いて，産業

別，社会資本の事業目的別，都市規模別に，社会資本を含んだ生産関数をパネ

ル推定しており，産業基盤型の社会資本ストックが製造業のみに正の生産力効

果をもたらすのに対し，生活基盤型の社会資本ストックは運輸通信業，サービ

ス業について正の生産力効果をもたらすとの結果を得ている。しかしながら，

同じカテゴリーの社会資本でも産業や都市規模によっては，係数が負に有意に

7 正確には，初期時点の社会資本ストック額を実質県内総生産ないしは県内人口で
基準化したものを説明変数として用いている。
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推定されているケースも散見され，推定結果をどう解釈すべきか難しい。また，

朝日（２００７）では，１９７４年から１９９８年までの都市圏パネル・データを用いて，

社会資本を含んだ生産関数の推定を行っており，通常の固定効果推定では，符

号条件を満たさないケースが見られるが，社会資本の同時性に配慮して操作変

数法を用いることで，正の生産力効果が検出されている。社会資本の分類によ

る生産力効果の比較も行っており，弾性値でみると，生活基盤の社会資本の効

果が最も大きいが，限界生産性でみると，産業基盤の社会資本の効果が最も大

きいとの結果を得ている。

２．４ 論 点 整 理

以上が，社会資本・公共投資の経済効果と地域経済に関する国内の先行研究

の概要であるが，都道府県レベルで両者の関係を取り扱った研究はすでにかな

り行われているものの，都市圏レベルでの研究は，社会資本の生産力効果に関

するものにほぼ限定され，社会資本・公共投資が地域経済成長に及ぼす効果を

検証する研究はこれまでにほとんど行われていないように思われる。また，都

市圏における地域経済成長の要因を解明する上でも，Barro回帰の手法を用い

た実証分析を行うことは有益であろう。

都道府県レベルの社会資本・公共投資の効果に関する実証研究から示唆され

る論点として，①社会資本の効果はその種類（たとえば，「産業基盤」か「生

活基盤」か）によって異なる可能性があること，②公共投資が地域間の所得再

分配や政治的要因などによって内生的に決定されるために，推定にあたっては，

内生性バイアス8に対処する必要があること，③社会資本の効果には同一都道

府県の領域を超えて，スピルオーバーが生じる可能性があること，などがあげ

られる。このうち，③の点については，地域間の経済的な結びつきを必ずしも

捉えきれない都道府県データを用いる時により考慮すべき点と思われるが，多

くの論点については，都市圏データを用いる際にもあてはまる。そこで以下で

は，以上の点を踏まえて，Barro回帰により，わが国の都市圏における社会資

8 内生性の原因を限定して，同時性問題（simultaneity problem）ということもある。
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本整備と経済成長の関係について実証分析を行うこととする。

３．大都市雇用圏の定義とデータの特徴

本稿の実証分析で用いる，金本・徳岡（２００２）によって提案された都市圏設

定基準である，都市雇用圏（Urban Employment Area : UEA）と，その基準に

基づいて定義される大都市雇用圏（Metropolitan Employment Area : MEA）とデー

タの特徴を説明する。

まず，都市雇用圏とは，�１中心都市を DID人口により決定し，�２郊外都市

を中心都市への通勤率が１０％以上で，�３同一都市圏内に複数の中心都市が存在

することを許容する（複数中心都市基準）という３つの特徴を持った都市圏設

定基準である9。このうち，�１の DID人口が５万人以上となる都市圏を，大都

市雇用圏（Metropolitan Employment Area）とし，１万人以上，５万人未満のも

のを小都市雇用圏（Micropolitan Employment Area）と呼んでおり，１９９５年時点

でこの定義にあてはめると，大都市雇用圏の数は１１８，小都市雇用圏の数は１６０

になるとしている。

都市圏データを用いた先行研究では，大城（２００５）が大都市雇用圏に限定し

て実証分析を行っているのに対し，朝日（２００７）では，大都市雇用圏と小都市

雇用圏をともに分析対象としている。都市圏データを用いて，少しでも多くの

地域をカバーするという点では，小都市雇用圏も分析対象とすることが望まし

いが，本稿では，大都市雇用圏のみを分析対象とすることとした。その理由は，

１９９５年時点で大都市雇用圏人口は１億人を超えており，総人口の約８０％超をカ

バーしている10のに対し，小都市雇用圏を単位としたときには，人口カバー率

は約１０％程度（１２８５万人）に過ぎず，成長理論の枠組みと整合的に推定結果を

解釈することが難しいと判断したためである。

次に，大都市雇用圏のデータの特徴について概観する。表１は，大都市雇用

圏を都道府県別に整理したもので，各都道府県に属する都市ないしは町が中心

9 金本・徳岡（2002）p.1の記述による。
10 金本・徳岡（2002）p.8の記述および表‐4による。
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表１ 都道府県別の大都市雇用圏一覧（１９９５年）

都道府県 都市圏数 都市圏名（中心都市名）

北 海 道 １０ 札幌，函館，旭川，室蘭，釧路，帯広，北見，岩見沢，苫小牧，千歳

青 森 県 ３ 青森，弘前，八戸

岩 手 県 １ 盛岡

宮 城 県 ２ 仙台，石巻

秋 田 県 １ 秋田

山 形 県 ４ 山形，米沢，鶴岡，酒田

福 島 県 ４ 福島，会津若松，郡山，いわき

茨 城 県 ３ 水戸，日立，つくば（つくば市，土浦市）

栃 木 県 ３ 宇都宮，足利，小山

群 馬 県 ５ 前橋，高崎，桐生，伊勢崎，太田（太田市，大泉町）

埼 玉 県 ２ 熊谷，行田

千 葉 県 ３ 東京（千葉市），銚子，木更津

東 京 都 １ 東京（東京特別区，立川市，武蔵野市，府中市）

神奈川県 ２ 東京（横浜市，川崎市，厚木市），小田原市

新 潟 県 ４ 新潟，長岡，三条，上越

富 山 県 ２ 富山，高岡

石 川 県 １ 金沢

福 井 県 １ 福井

山 梨 県 １ 甲府

長 野 県 ２ 長野，松本

岐 阜 県 ２ 岐阜，大垣

静 岡 県 ４ 静岡，沼津，浜松，富士

愛 知 県 ９
名古屋（名古屋市，小牧市），豊橋，岡崎，碧南，刈谷，豊田，
安城，西尾，蒲郡

三 重 県 ４ 津，四日市，伊勢，松阪

滋 賀 県 ０

京 都 府 ２ 京都，舞鶴

大 阪 府 １ 大阪（大阪市，門真市，東大阪市）

兵 庫 県 ２ 神戸，姫路

奈 良 県 ０

和歌山県 １ 和歌山

鳥 取 県 ２ 鳥取，米子
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都市となっている都市圏の数と，都市圏名（複数中心都市の場合は，中心都市

名）を掲載している。これによると，都道府県別の都市圏数には，０～１０まで

と大きな隔たりがあるが，三大都市圏（東京・名古屋・大阪）とそれ以外に分

けて整理することが重要であろう。

一般的な傾向としては，三大都市圏では，東京，大阪，名古屋といった三大

都市を中心として都市圏が都府県域を超えて，近隣の府県の自治体を包含して

巨大な都市圏を構成しているのに対し，それ以外の道府県では，域内に１つな

いしは，複数の都市圏を持つケースがほとんどで，複数の道府県にまたがって

１つの都市圏が形成されるケースは稀である。このことを踏まえると，社会資

本や公共投資の経済効果に関する実証分析において都道府県単位のデータを用

いると，大都市圏では集計単位が小さすぎる一方で，それ以外の地域では大き

すぎる傾向があるといえよう。

表１ つ づ き

都道府県 都市圏数 都市圏名（中心都市名）

島 根 県 １ 松江

岡 山 県 ２ 岡山，倉敷

広 島 県 ４ 広島，呉，三原，福山

山 口 県 ６ 下関，宇部，山口，徳山，防府，岩国

徳 島 県 １ 徳島

香 川 県 １ 高松

愛 媛 県 ３ 松山，今治，新居浜

高 知 県 １ 高知

福 岡 県 ５ 北九州，福岡，大牟田，久留米，飯塚

佐 賀 県 １ 佐賀

長 崎 県 ４ 長崎，佐世保，諫早，大村

熊 本 県 ２ 熊本，八代

大 分 県 １ 大分

宮 崎 県 ３ 宮崎，都城，延岡

鹿児島県 １ 鹿児島

沖 縄 県 ２ 那覇，沖縄

注：都市雇用圏（UEA）ウェブサイト掲載の都市雇用圏コード表（大都市雇用圏コード表，都市
圏人口データ；いずれも９５年基準）から作成。
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三大都市圏以外の都道府県でも，都市圏形成にはいくつかのパターンが見ら

れ，人口規模の小さい県では，県庁所在都市を中心とする都市圏が１つのみと

いうケースが多いが（例：福井県，鳥取県，佐賀県など），中規模の県では，

県庁所在地やそれに準ずる都市を中心とする，比較的規模の大きい都市圏が１

ないしは２のみ存在するケースもあれば（例：宮城県，長野県，岡山県など），

規模の小さい都市圏が多数存在するところもしばしば見られる（例：山形県，

群馬県，山口県など）。

表２は，大都市雇用圏別の常住人口を多い順に並べ，上位２０位と下位２０位の

表２ 大都市雇用圏の規模（１９９５年）

常住人口（上位２０MEA） 常住人口（下位２０MEA）

順位 都市圏名 常住人口 順位 都市圏名 常住人口

１ 東 京 ３０，９３８，４４５ ９９ 西 尾 １５８，６７３

２ 大 阪 １２，００７，６６３ １００ 今 治 １５８，２４７

３ 名古屋 ５，２１３，５１９ １０１ 鶴 岡 １５７，６９３

４ 京 都 ２，５３９，６３９ １０２ 三 条 １５６，８９９

５ 神 戸 ２，２１８，９８６ １０３ 岩 国 １５０，２５０

６ 福 岡 ２，２０８，２４５ １０４ 安 城 １４９，４６０

７ 札 幌 ２，１６２，０００ １０５ 千 歳 １４７，２０４

８ 広 島 １，５６２，６９５ １０６ 諌 早 １４３，５５６

９ 仙 台 １，４９２，６１０ １０７ 米 沢 １４３，３１５

１０ 北九州 １，４２８，２６６ １０８ 延 岡 １３６，９８６

１１ 静 岡 １，００２，０３２ １０９ 防 府 １３６，０８２

１２ 熊 本 ９８２，３２６ １１０ 北 見 １３２，８４５

１３ 岡 山 ９４０，２０８ １１１ 岩見沢 １０８，０２７

１４ 新 潟 ９３６，７５０ １１２ 舞 鶴 １０６，９７３

１５ 浜 松 ９１２，６４２ １１３ 三 原 １００，７９１

１６ 宇都宮 ８５９，１７８ １１４ 大 村 ８９，６２３

１７ 岐 阜 ８１８，３０２ １１５ 行 田 ８６，１７０

１８ 姫 路 ７４１，０８９ １１６ 蒲 郡 ８３，７３０

１９ 福 山 ７２９，４７２ １１７ 銚 子 ８２，１８０

２０ 那 覇 ７２７，５３６ １１８ 碧 南 ６６，９５６

注：来間・大河原（２００１）のデータから作成。単位は人。
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都市圏名と人口規模をまとめたものである。最も人口規模が大きい都市圏は，

東京都市圏で，東京２３区，立川市，武蔵野市，府中市，千葉市，横浜市，川崎

市，厚木市の複数中心都市を持ち，圏域は，茨城，栃木，埼玉，千葉，東京，

神奈川，山梨の７都県にまたがり，都市圏人口は約３０９３万人に及ぶ。２位は大

阪の約１２００万人，名古屋の約５２１万人と続き，これらはいずれも近隣府県にも

広がる都市圏となっている。一方で，人口規模が最も小さい都市圏は碧南の約

６万人で，約８万人の銚子，蒲郡などが続く。これらは，中心都市１都市のみ

からなるか，少数の近隣市町村のみを郊外として持つ小さな都市圏となってい

表３ 大都市雇用圏の所得水準（１９９５年）

常住人口１人当たり生産額（上位２０MEA） 常住人口１人当たり生産額（下位２０MEA）

順位 都市圏名 １人あたり生産額 順位 都市圏名 １人あたり生産額

１ 刈 谷 ５３６．４ ９９ 酒 田 ３００．３

２ 豊 田 ５０６．７ １００ 行 田 ３００．２

３ 安 城 ５０１．０ １０１ 長 崎 ２９３．８

４ 碧 南 ４９１．９ １０２ 和歌山 ２９３．７

５ 東 京 ４５３．２ １０３ 室 蘭 ２９０．８

６ 名古屋 ４５１．８ １０４ 函 館 ２８９．３

７ 太 田 ４３７．７ １０５ 高 知 ２８２．４

８ 豊 橋 ４３７．４ １０６ 宮 崎 ２８１．５

９ 西 尾 ４３０．４ １０７ 鹿児島 ２８１．１

１０ 舞 鶴 ４１９．１ １０８ 久留米 ２７７．９

１１ 蒲 郡 ４１７．５ １０９ 諌 早 ２７５．０

１２ 千 歳 ４１２．９ １１０ 八 代 ２７３．１

１３ 姫 路 ４０７．９ １１１ 岩見沢 ２６８．２

１４ 岡 崎 ４０３．２ １１２ 弘 前 ２６４．９

１５ 日 立 ４００．１ １１３ 延 岡 ２６３．４

１６ 広 島 ３９８．２ １１４ 大牟田 ２６２．８

１７ 大 阪 ３９５．６ １１５ 飯 塚 ２５８．０

１８ 富 山 ３９５．２ １１６ 那 覇 ２５１．８

１９ 徳 山 ３９４．７ １１７ 都 城 ２５０．８

２０ 浜 松 ３９１．５ １１８ 沖 縄 ２０５．０

注：来間・大河原（２００１）のデータから作成。単位は万円。
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るケースがほとんどである。

表３は，所得水準の指標として，常住人口一人あたり生産額を求め，表２と

同じ要領で，上位２０位と下位２０位の都市圏と一人当たり生産額を整理したもの

である。所得水準が最も高いのは，刈谷の５３６万円であり，豊田の約５０６万円，

安城の約５０１万円と，中京工業地帯の都市圏が上位に並んでいる一方，人口規

模の大きい都市圏は，東京が５位で約４５３万円，名古屋が６位で約４５１万円と比

較的高いものの，人口規模と所得水準の相関はあまり高くない。これに対し，

所得水準が最も低いのは，沖縄の約２０５万円で，都城の約２５０万円，那覇の約２５

１万円と続く。この表から分かるように，所得水準が低い都市圏の多くは地方

都市を中心都市とする都市圏となっている。

４．実 証 分 析

４．１ 推定式の枠組みとデータの出所

大都市雇用圏における，社会資本整備と経済成長および経済収束を分析する

手法として，本稿では Barro回帰を用いるが，基本的な推定式の枠組みは，中

里（１９９９）にならって，以下の通りとする。

ii
k

ikkititiTti EDUKGRKPRyyy
T ,,,, )(ln)ln()ln(1  

ここで，初期時点を t 年とすると，yi,t，yi,t＋Tは i 都市圏の t 年および，t＋T

年における所得水準（１人当たり生産額）を，KPRiは i 都市圏の t 年から t＋

T 年までの民間資本ストックの年平均成長率（民間資本成長率）を，KGRk,iは

i 都市圏の t 年から t＋T 年までの，第 k カテゴリーの社会資本ストックの年

平均成長率（社会資本成長率）を，EDUiは人的資本の代理変数として用いる，

i 都市圏の t 年の初期時点の教育水準をそれぞれ表すものとする。なお，社会

資本成長率については，来間・大河原（２００１）で推計された，全１２部門の社会

資本の合計値を用いるケースと，総務省『行政投資実績』の区分に準じて，「産

業基盤」，「生活基盤」，「農林水産」，「国土保全」の４つのカテゴリーに分ける

ケースを考える11。これは，いくつかの先行研究でも示されているように，社
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会資本の経済成長への貢献は，社会資本の内容（事業目的）によって異なるこ

とが考えられるからである。また，初期時点の教育水準の指標としては，中里

（１９９９a）に準じて，大学等修了人口比率を用いた。

推定上の論点としては，内生性の問題がある。説明変数のうち，民間資本成

長率，社会資本成長率は，その定義により内生性がある。また，２．４節でも述

べたように，先行研究では社会資本形成の内生性がしばしば指摘されている。

内生性を持つ変数を通常の最小二乗法で推定するとバイアスが生じることから，

本稿では，操作変数法（２段階最小二乗法：2SLS）によって推定する。操作

変数としては，１５歳未満人口比率，６５歳以上人口比率，第１次産業就業者比率，

失業率（いずれも初期時点）を用いる。なお，操作変数の妥当性に関しては，

過剰識別制約検定（J統計量）によって確認する。

データの出所は，以下の通りである。都市圏の生産額，人口，民間資本ス

トック，社会資本ストックについては，来間・大河原（２００１）で推計された

データを用いるが，その他の変数（大学等修了人口比率，１５歳未満人口比率，

６５歳以上人口比率，第１次産業就業者比率，失業率）については，総務省『社

会人口統計体系』の市区町村別データを都市圏単位に集計したものを用いた。

推定に用いたデータの記述統計は表４に示すとおりである。

回帰分析は，来間・大河原（２００１）による都市圏データの利用可能性から，

初期時点を１９８０年，１９８５年，１９９０年の３ヵ年とし，各年を起点とする５年ごと

の経済成長に対するクロスセクション推定により行われる。この推定式におい

て，初期時点の所得水準の係数が負に有意に推定されれば，地域間の経済収束

（いわゆる，β‐convergence）が成立し，社会資本ストックの伸び率を表す

11 来間・大河原（2001）で推計されているのは，農林水産（MEA_G11），国県道（MEA_
G12），有料道路（MEA_G13），空港港湾（MEA_G14），旧公社（MEA_G15），運輸
通信（MEA_G16），市町村道（MEA_G17），都市公園（MEA_G18），上水道（MEA_
G19），社会保険（MEA_G1 A），一般行政（MEA_G1B），治山治水（MEA_G1C）の12
部門である。この部門別社会資本から，「産業基盤」「生活基盤」「農林水産」「国土
保全」の4つのカテゴリーへの集計は，塩路（2005）を参考に，「産業基盤」につい
ては，国県道，有料道路，空港港湾，旧公社，運輸通信の和として，「生活基盤」に
ついては，市町村道，都市公園，上水道，社会保険の和としてそれぞれ集計し，「農
林水産」と「国土保全」については，来間・大河原データのMEA_G11とMEA_G1C
をそれぞれそのまま用いている。
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表４ 記述統計

１９８０～１９８５年

平 均 標準偏差 最小値 最大値

⊿lny ０．０２５２ ０．０１３６ －０．０２６１ ０．０５８５
lny ０．８３１１ ０．１４１４ ０．３８５３ １．１８１７
KPR ０．０８０３ ０．０２２１ ０．０２７２ ０．１３９３
KGR
合計 ０．０６７３ ０．０１７５ ０．０３４８ ０．１５３２
産業基盤 ０．０５４４ ０．０２２３ ０．００１１ ０．１５６２
生活基盤 ０．０８３０ ０．０１８７ ０．０４９５ ０．１６０９
農林水産 ０．０７９４ ０．０３１９ ０．０２２９ ０．２５４７
国土保全 ０．０８０４ ０．０２３０ ０．０３３１ ０．１８６０

EDU ０．１１７２ ０．０２９５ ０．０６５９ ０．２４３８

１９８５～１９９０年

平 均 標準偏差 最小値 最大値

⊿lny ０．０４２９ ０．０１１１ ０．００８３ ０．０８５６
lny ０．９５７３ ０．１５５８ ０．５７６６ １．４１５９
KPR ０．０７２５ ０．０２２４ ０．０１３９ ０．１１９２
KGR
合計 ０．０４７３ ０．０１２２ ０．０１８９ ０．０８７７
産業基盤 ０．０３３７ ０．０１６８ －０．００５９ ０．０８８１
生活基盤 ０．０６０１ ０．０１０９ ０．０３６２ ０．０９２８
農林水産 ０．０５３７ ０．０２２７ ０．００９３ ０．１２６７
国土保全 ０．０６２０ ０．０１７２ ０．００３９ ０．１２９７

EDU ０．１４３７ ０．０３４７ ０．０７９６ ０．２８３６

１９９０～１９９５年

平 均 標準偏差 最小値 最大値

⊿lny ０．０１２６ ０．０１０２ －０．０１５５ ０．０３１０
lny １．１７１７ ０．１８０８ ０．７１３０ １．７１７４
KPR ０．０５６８ ０．００９８ ０．０３６９ ０．０９３０
KGR
合計 ０．０４９１ ０．０１１３ ０．０２２６ ０．０８１８
産業基盤 ０．０３４１ ０．０１７４ ０．００６０ ０．０８６２
生活基盤 ０．０６３５ ０．０１１９ ０．０３７３ ０．０９２２
農林水産 ０．０４５３ ０．０２４６ －０．０３３３ ０．１２３８
国土保全 ０．０５３５ ０．０１３３ ０．０２１８ ０．１０１０

EDU ０．１６８０ ０．０３９２ ０．０９２７ ０．３１６９

－１３４－ 社会資本整備と都市圏の経済成長



KGRk,iの係数，δkが正に有意に推定されれば，都市圏の経済成長にとって社

会資本整備（公共投資）が有益なものになっていると判断できる。

４．２ 散布図による予備的考察

回帰分析の結果を示す前に，予備的な考察として，主要な変数間の相関を散

布図によって確認する。まず，都市圏レベルでの地域間の経済収束が成り立っ

ているかどうかを検証すべく，各サンプル期間における，初期時点の所得水準

とその後の経済成長率との関係を散布図に表したものが図１である。これによ

ると，１９８０年代の２期間（１９８０～１９８５年，１９８５～１９９０年）までは，両者はほぼ

無相関であるのに対し，１９９０年代に入ると，負に相関していることが確認でき

る。したがって，初期時点の所得水準と経済成長率の単相関で判断する限りは，

地域間（都市圏間）の経済収束の成立と矛盾しない状況が，１９９０年代に入って

から生じていることになる。

次に，民間資本成長率，社会資本成長率と経済成長率の関係を散布図に表し

たのが，図２および図３である。まず，民間資本成長率についてみると，１９８０

年代は，経済成長率と比較的強い正の相関が見られるのに対し，１９９０年代に入

ると，相関が弱まっており，経済成長へ結びつく力が弱まっていることが示唆

される。民間資本成長率は，１９８０～１９８５年には８．０３％だったものが，１９９０～

１９９５年には５．６８％に低下しており，全般的に民間投資が低迷しているばかりで

なく，散布図からは地域間のばらつきも小さくなっていることが窺える。一方

で，社会資本成長率については，いずれの時期も経済成長率とあまり強い相関

関係は見られないが，１９９０年代に入ってから，若干正の方向に相関関係が強まっ

てきているように見受けられる。民間資本成長率と経済成長率の関係で確認さ

れたことと総合して考えると，１９８０年代の都市圏の経済成長は民間投資の伸び

が重要な要素であったが，バブル崩壊に伴い，民間投資が全国的に停滞するこ

とで，相対的に公共投資と地域経済成長の相関が強まった可能性がある。

社会資本整備と都市圏の経済成長 －１３５－
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図１－１ 初期所得水準と成長率（１９８０－１９８５年）

図１－２ 初期所得水準と経済成長率（１９８５－１９９０年）

図１－３ 初期所得水準と経済成長率（１９９０－１９９５年）
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図２－１ 民間資本成長率と経済成長（１９８０－１９８５年）

図２－２ 民間資本成長率と経済成長（１９８５－１９９０年）

図２－３ 民間資本成長率と経済成長（１９９０－１９９５年）
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図３－１ 社会資本成長率と経済成長（１９８０－１９８５年）

図３－２ 社会資本成長率と経済成長（１９８５－１９９０年）

図３－３ 社会資本成長率と経済成長（１９９０－１９９５年）
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４．３ 推 定 結 果

推定結果は表５～７に示すとおりであり，表５に１９８０～１９８５年，表６に１９８５～

１９９０年，表７に１９９０～１９９５年の推定結果がそれぞれ示されている。いずれの期

間についても，人的資本の代理変数である初期時点の教育水準（EDU）の有

無，社会資本ストックの内容の違いによって，計６本のモデルが推定されてい

る12。

12 社会資本の内容については，合計値（推定結果の①と④）のほか，事業目的別で
は，「産業基盤」と「生活基盤」の2つのみを用いるケース（推定結果の②と⑤）と，
「産業基盤」「生活基盤」農林水産」「国土保全」の4つすべてを用いるケース（推定
結果の③と⑥）の合計3パターンが推定される。

表５ 推定結果 １９８０～１９８５年

標本数：１１８
推定方法：２SLS

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

lny ０．０２２＊ ０．０１６ －０．０１５ ０．０２３ ０．０１６ －０．０２７
初期時点所得水準 （１．６８４） （０．８５９） （－０．９７２） （１．５４６） （０．７１７） （－１．１４４）

KPR ０．７１４＊＊＊ ０．７４６＊＊ ０．０８９ ０．６９２＊＊＊ ０．７９２＊＊ －０．０６０
民間資本成長率 （２．６５４） （２．２８８） （０．５９０） （２．２９７） （２．０５４） （－０．２２０）

KGR_Total －０．４３６＊ －０．４８２＊

社会資本成長率（合計） （－１．９６０） （－１．９６３）

KGR_I －０．６０１ －０．０９１ －０．８２５ ０．０３５
社会資本成長率（産業基盤） （－１．０５２） （－０．２５１） （－１．３６８） （０．０８２）

KGR_L －０．０２４ －０．３４１ ０．０７８ －０．３９９
社会資本成長率（生活基盤） （－０．０８８） （－１．４７７） （０．２４１） （－１．３８３）

KGR_A －０．２３４ －０．２９１
社会資本成長率（農林水産） （－１．３９７） （－１．４３０）

KGR_C ０．３６４＊ ０．４２４＊

社会資本成長率（国土保全） （１．７７０） （１．７１２）

Edu －０．０６１ －０．０６５ ０．０５８
初期時点教育水準 （－１．４２０） （－１．００３） （０．８４４）

過剰識別制約検定
J統計量 ３．７１３ ２．５２３ １．１５７ ４．３１６ １．５９２ ０．３４０
［P値］ ［０．１５６］ ［０．２８３］ ［０．５６１］ ［０．１１６］ ［０．４５１］ ［０．８４４］

注１：被説明変数は，年平均１人当たり所得成長率（⊿lny）。
注２：（ ）内は頑健性のある標準誤差によって計算された t値。
注３：係数の＊＊＊は１％有意水準で有意，＊＊は５％水準で有意，＊は１０％水準で有意であること

を示す。

社会資本整備と都市圏の経済成長 －１３９－



なお，全ての推定式が操作変数の妥当性をチェックする過剰識別制約検定を

パスしており（操作変数が妥当であるとの帰無仮説を少なくとも５％水準で棄

却しない），操作変数法による推定結果は概ね妥当なものであると判断できる。

まず，初期時点の所得水準についてみると，１９８０年代（１９８０～１９８５年，１９８５～

１９９０年）においては，係数はしばしば負に推定されているものの，通常の水準

で有意ではないが，１９９０年代（１９９０～１９９５年）では，係数はすべて負でかつ，

一部を除き５％水準で有意となっている。したがって，都市圏間の経済収束は，

１９８０年代には成立していなかったものの，１９９０年代に入ると成立するように

なったといえる。

表６ 推定結果 １９８５～１９９０年

標本数：１１８
推定方法：２SLS

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

lny －０．０２６ －０．０２８ －０．００１ －０．０１１ －０．０１０ ０．００１
初期時点所得水準 （－１．０４３） （－１．００８） （－０．０６４） （－０．６５５） （－０．５２３） （０．０４１）

KPR ０．８５５＊＊＊ ０．７５２＊＊＊ ０．４４７＊＊ ０．６５８＊＊＊ ０．６３４＊＊＊ ０．４４７＊＊

民間資本成長率 （２．８３２） （２．７５７） （２．４３５） （３．３７１） （３．５９６） （２．４０６）

KGR_Total －１．２３０＊ －０．６８６
社会資本成長率（合計） （－１．６７７） （－１．４４５）

KGR_I －０．９６８ ０．５１５ －０．３９９ ０．５１７
社会資本成長率（産業基盤） （－１．５３０） （１．４９４） （－１．０２９） （１．５１０）

KGR_L －０．２２８ －０．８９４＊＊＊ －０．３４４ －０．８７２＊＊＊

社会資本成長率（生活基盤） （－０．３７４） （－２．６５９） （－０．８４２） （－２．６２３）

KGR_A －０．３９０＊＊ －０．３８４＊＊

社会資本成長率（農林水産） （－２．１１４） （－２．１２２）

KGR_C ０．１１４ ０．１１３
社会資本成長率（国土保全） （０．４６７） （０．５３５）

Edu ０．０２７ ０．０１８ －０．０１２
初期時点教育水準 （０．５６６） （０．３４３） （－０．２７２）

過剰識別制約検定
J統計量 １．２５０ ０．６４３ ０．０４０ ４．４６９ ３．７４４ ０．０１１
［P値］ ［０．５３５］ ［０．７２５］ ［０．９８０］ ［０．１０７］ ［０．１５４］ ［０．９９５］

注１：被説明変数は，年平均１人当たり所得成長率（⊿lny）。
注２：（ ）内は頑健性のある標準誤差によって計算された t値。
注３：係数の＊＊＊は１％有意水準で有意，＊＊は５％水準で有意，＊は１０％水準で有意であること

を示す。
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次に，民間資本成長率についてみると，１９８０年代は，１９８０～１９８５年における

一部を除いて，正に推定されており，統計的にも有意であるが，１９９０年代に入

ると一転して，すべてのモデルで有意ではなくなっている。このことから，民

間資本ストックの蓄積は，１９８０年代には，都市圏の経済成長を説明する重要な

要因であったの対し，１９９０年代には，民間投資が経済成長に結びつきにくく

なったと考えられる。

これに対し，社会資本成長率については，いずれの時期においても，係数は

正に有意とはなっておらず，１９８０～１９８５年における国土保全の社会資本成長率

が１０％で有意になっているほかは，１９９０～１９９５年において生活基盤の社会資本

表７ 推定結果 １９９０～１９９５年

標本数：１１８
推定方法：２SLS

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

lny －０．０１４ －０．０４８＊＊ －０．０４１＊＊＊ －０．００４ －０．０４４＊＊＊ －０．０４０＊＊＊

初期時点所得水準 （－０．６４１） （－２．１０８） （－３．５９７） （－０．１９３） （－３．１９８） （－４．３０２）

KPR －０．６１２ －０．０７６ ０．１５６ －０．５７０ －０．０３２ ０．１１９
民間資本成長率 （－０．８７４） （－０．２５９） （０．６３４） （－１．０２１） （－０．１１７） （０．４０４）

KGR_Total ０．９６９ １．０６２
社会資本成長率（合計） （１．０６８） （１．４４５）

KGR_I －０．６２５ －０．１６７ －０．５９９ －０．２３８
社会資本成長率（産業基盤） （－０．９２１） （－０．４０９） （－１．４８１） （－０．２３３）

KGR_L ０．５６０ ０．４３０＊＊ ０．５６０＊＊ ０．４４２＊＊＊

社会資本成長率（生活基盤） （１．５８７） （２．５９５） （２．３９６） （２．６５２）

KGR_A －０．０３６ －０．００１
社会資本成長率（農林水産） （－０．０２５） （－０．００４）

KGR_C －０．３１０＊ －０．２５９
社会資本成長率（国土保全） （－１．６７６） （－０．４５４）

Edu －０．０８８ －０．０３３ －０．００５
初期時点教育水準 （－１．６２４） （－１．１２９） （－０．０６７）

過剰識別制約検定
J統計量 ５．５３６ ０．９３５ ０．９５２ ３．８６９ ０．５２７ ０．９２２
［P値］ ［０．０６３］ ［０．６２７］ ［０．６２１］ ［０．１４４］ ［０．７６８］ ［０．６３１］

注１：被説明変数は，年平均１人当たり所得成長率（⊿lny）。
注２：（ ）内は頑健性のある標準誤差によって計算された t値。
注３：係数の＊＊＊は１％有意水準で有意，＊＊は５％水準で有意，＊は１０％水準で有意であること

を示す。
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成長率が一部の定式化において比較的強く正に有意に推定されているにすぎな

い。社会資本成長率（合計）の係数の値も考慮すると，１９９０年代に入って，社

会資本成長率が都市圏の経済成長に対する貢献が高まった可能性はあるが，今

回の推定結果から判断する限り，社会資本整備のインパクトはあまり強くない。

なお，初期時点の教育水準は経済成長率に対してプラスとなることが理論上

は想定されるが，いずれの時期，定式化においても，統計的に有意とはならな

かった。

以上の推定結果をまとめると，以下の通りとなる。都市圏の地域経済成長に

１９８０年代，強い影響を与えたのは，民間資本成長率であった。しかし，民間資

本の経済成長への貢献は１９９０年代に入ると弱まる。社会資本整備の経済成長へ

の貢献は小さく，中里（１９９９a）が指摘するように，公共投資が地域間格差の

是正に寄与してきたとはいい難いと思われる。しかしながら，１９９０年代に入っ

てから，民間投資の影響が弱まったことで，生活基盤を中心とした社会資本の

伸びが経済成長に影響を与えた可能性がある。また，初期時点の所得水準は

１９９０年代においてのみ負に有意となっており，地域間の経済収束（β‐conver-

gence）の成立と整合的になっているといえる。

５．ま と め

本稿では，これまで十分に実証分析が行われてこなかった，都市圏レベルで

の社会資本整備と地域経済成長の関係について，金本・大河原（２００２）によっ

て提唱された都市圏設定基準に沿って作成された，１９８０～１９９５年までの大都市

雇用圏データと Barro回帰の枠組みを用いて，実証分析を行った。

実証分析の結果から，少なくとも一部の時期（１９９０～１９９５年）については，

地域間の経済収束が働いているという結果が得られたものの，社会資本整備が

都市圏の経済成長にプラスの貢献をもたらすという強い証拠は得られなかった。

したがって，公共投資が地域間格差の是正に重要な役割を果たしてきたとはい

えないとする，中里（１９９９a）の主張を概ね追認する結果が都市圏レベルの実

証分析でも得られたといえる13。民間資本成長率は，１９８０年代においては地域
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経済成長に貢献していたが，１９９０年代に入るとその貢献は弱まっていることが

示された。

本稿の実証分析によって，１９８０年代～１９９０年代半ばまでの都市圏における，

社会資本整備の地域経済成長に対する影響の一端が明らかにされたと考えられ

るが，今後検討すべき課題としていくつかの点が残されている。１点目として

は，社会資本（公共投資）の定義である。本稿では，社会資本ストックの成長

率を用いたが，ストックそのものを用いることや，フローとしての公共投資を

用いることも考えられよう。ただし，この場合には，何らかの基準化が必要で

あり14，それによって推定結果が変わることも考えられる。また本稿では，社

会資本の内容の違いに着目して，「産業基盤」「生活基盤」「農林水産」「国土保

全」の４つのカテゴリーに分けて分析を行ったが，より細分化したデータを用

いて，経済成長への貢献を検討することも課題である。２点目としては，サン

プル期間についてである。本稿では，来間・大河原（２００１）のデータを利用し

たことから，推定期間が１９８０～１９９５年に限定された。この間にも大きな構造変

化が生じた可能性を示す結果が得られたが，サンプルの終末期がやや古く，推

定期間を延長することで，異なる結果が得られる可能性もある。より近年の都

市圏における経済成長に関する実証分析が望まれる。
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